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2013年3月4日 

総務省統計局  

労働力調査の結果を見る際のポイント No.18 

常雇（有期の契約）の把握 
～2013年1月以降の労働力調査における調査事項等の変更～ 

○ 労働力調査では，2013年1月から調査事項等の変更を行いました。このうち，基礎調査票の「従業
上の地位」については，「常雇（無期の契約）」と「常雇（有期の契約）」の区分を新たに設け，
それぞれの定義を調査票上に明記しました。これにより，有期契約（１年超）の常雇の人数（2013
年1月で892万人）が明らかになりました。

○ また，雇用形態（勤め先における呼称）も基礎調査票で毎月，調査することにしました。これによ
り，「常雇（有期の契約）」の雇用形態も同時に把握することが可能になりました。

○ ただし，これまでは「臨時雇」と回答していた者が，新たな調査票で「常雇（有期の契約）」に回
答したとみられる事例が多数（約180万人に相当）あります。したがって，これまでの結果とは表章
項目が同じであっても，単純に比較することはできません。

１ 有期契約（１年超）の常雇は892万人注） 

2013年1月の雇用者数（5502万人）のうち，

有期契約（１年超）の常雇は892万人です。

これを男女別にみると，男性が345万人，女

性が547万人となっており，女性が全体の

61.3％を占めています。（表１） 

 また，有期契約（１年超）の常雇を雇用形

態（勤め先における呼称）別にみると，男性

は契約社員が111万人と最も多く，全体の

32.2％を占めています。女性はパートが285

万人と最も多く，全体の52.1％となっていま

す。（表２） 

 2013年1月より以上の点が新たに明らかにな

りました。 

注）「基本集計 平成25年（2013年）１月分 速報」の

公表冊子に掲載されている従業上の地位別雇用者数は、

農林業が除かれていますが、ここでは農林業を含めた

雇用者数となっています。 

[参考] さらに詳しいデータは，基本集計 第Ⅰ-1表，

第Ⅱ-7表に掲載されています。 

http://www.e-stat.go.jp/SG1/estat/List.do?lid=000001107949 

２ 前年との単純比較には注意が必要 

 2013年1月の従業上の地位別雇用者数を前
年1月と比べてみると，一般常雇は288万人増

加，一方，臨時雇は227万人減少となってい

ますので，単純に比較することはできないこ

とが分かります。（表３） 

＜2013年1月＞ (単位:万人)

総数 男 女

雇用者 5502 3138 2364
  常雇 4968 2939 2029
　一般常雇 4634 2683 1951
　無期の契約 3741 2338 1404
　有期の契約 892 345 547
　役員 334 256 78
　臨時雇 444 154 290
日雇 90 45 45

表１　従業上の地位、男女別雇用者数

＜2013年1月＞ (単位:万人)

総数 男 女

常雇（有期の契約） 892 345 547
  正規の職員・従業員 120 78 42

  非正規の職員・従業員 773 267 506
 パート・アルバイト 421 86 335
   パート 326 41 285
アルバイト 95 44 51
 労働者派遣事業所の派遣社員 65 22 43
 契約社員 203 111 92
 嘱託 62 39 23
   その他 22 10 12

表２　雇用形態、男女別常雇（有期の契約）数

(単位:万人)

2013年1月 2012年1月 差

① ② ①－②

雇用者 5502 5492 10

　常雇 4968 4711 257

　　一般常雇 4634 4346 288

　　　無期の契約 3741 - -

　　　有期の契約 892 - -

　　役員 334 365 ▲ 31

　臨時雇 444 671 ▲ 227

　日雇 90 110 ▲ 20

表３　従業上の地位別雇用者数

http://www.stat.go.jp/data/roudou/rireki/tsuki/pdf/201301.pdf
http://www.e-stat.go.jp/SG1/estat/List.do?lid=000001107949
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３ 旧調査票の「臨時雇」から新調査票の「常雇（有期の契約）」への異動者は約180万人 

  労働力調査の標本は，毎月半分の標本が前月から継続して調査されています。そこで，この継続し

た標本を用いて，前月（12月）からの従業上の地位の変化を集計してみますと，2013年1月は一般常

雇のうち臨時雇からの異動者は6.6％なっており，１年前（3.0％）に比べて２倍以上となっていま

す。（表４） 

 

 

 

 

 

 

 

 

上記の結果（表４）を基にして，以下のように旧調査票の「臨時雇」から新調査票の「常雇（有期

の契約）」へ異動した者を推計すると，約180万人となります。 

 

2013年1月 （A）         306万人 = 4634万人 × 0.066 

2012年1月 （B）         130万人 = 4346万人 × 0.030 

（A）－（B） 176万人 = 306万人 － 130万人 

 

 

 

＜参考＞ 

○旧調査票（～2012 年 12 月調査） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ○新調査票（2013 年 1 月調査～） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：％）

計 一般常雇 役員 臨時雇 日雇 左記以外

2013年1月　 100.0 90.1 0.7 6.6 0.7 1.9

2012年1月　 100.0 94.0 0.6 3.0 0.6 1.9

前月（12月）の従業上の地位

表４　　一般常雇(当月)への前月からの異動状況　　＜男女計＞　


